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ナイジェリア ナイジェリア以外 ギニア湾合計

ギニア湾における海賊・海上武装強盗問題の現状

【概要】
 ２０２２年（年間）のギニア湾における海賊等事案は１９件で、２０２１年（３５件）から４５％減少。うち、乗り込み
事案：１５件（前年比-１２件）、ハイジャック：２件（前年比＋１）、未遂：１件（前年比-３件）、銃撃：１件（前年比
-２件）。

 これまで事案発生件数が顕著であったナイジェリアは急減（下記グラフ参照）。
 海賊行為は武装した複数名が実施。航行中か停泊中かを問わず、船員の誘拐、船舶物資・備品や船員所持
品の窃取を働いている。ギニア湾での事案は減少傾向だが、１件で複数名が人質被害に遭う事案が発生
（注１）。

 我が国は、国際海事機関（IMO）が創設した「中・西部アフリカ海上安全信託基金」への資金拠出やUNDPや
JICAによる研修等を通じた沿岸国の能力構築支援を実施。

（注１）１月：コートジボワール（南西５９海里沖合）ハイジャック事案：１７名人質被害。１１月：シエラレオネ（南西約２８海里）ハイジャック事案：１２名人質被害
（注２）海賊等事案には公海上で発生したもの（海賊）及び領水内で発生したもの（武装強盗）の双方を含む。
（注３）IMBは、分類上ギニア湾沿岸国をアンゴラ、ベナン、カメルーン、カーボベルデ、赤道ギニア、ガボン、ガンビア、ガーナ、ギニア、ギニアビサウ、コートジボワール、

リベリア、ナイジェリア、コンゴ共和国、コンゴ民主共和国、サントメ・プリンシペ、セネガル、シエラレオネ、トーゴの１９か国としている。

（出典：国際海事局（IMB）： Piracy & Armed Robbery Map 2022 ）（出典：国際海事局（IMB）2022年（年間）報告書 ）
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＝海賊の攻撃を受けた事案

＝未遂事案

＝銃撃事案

＝乗り込み事案

＝疑いのある活動

ギニア湾における海賊・海上武装強盗事案発生の分布図ギニア湾における海賊事案等の発生件数の推移



●安保理決議第２０１８号（２０１１年１０月）
ギニア湾で行われている海賊行為及び武装強盗を非難。アフリカ地域機関の加盟国に対して包括的戦略の策定と連携協力を促す。国連評価ミッションの派遣を歓迎。
●安保理決議２０３９号（２０１２年２月）
国連評価ミッション報告書を歓迎、沿岸国のパトロール能力を含めた、海賊及び海上武装強盗への対処、能力構築支援などを奨励。
●安保理決議２６３４号（２０２２年５月）
ギニア湾で行われている海賊行為及び武装強盗を強く非難。ギニア湾沿岸国に対して国際社会と連携し海賊行為及び武装強盗の一層の犯罪化と訴追を強く促す。
国連事務総長報告を要請。
●Ｇ７外相会合声明等
２０１２年以降、議長声明や２０１５年及び２０１６年の海洋安全保障に関する単独の声明においてギニア湾に言及。
●第8回アフリカ開発会議(ＴＩＣＡＤ Ⅷ) 「チュニス宣言」（２０２２年８月）
「海賊、違法・無報告・無規制（IUU）漁業その他の海上犯罪を含む海洋安全保障に関連する地域的及び国際的な取組を促進・・・・の重要性を強調する。」

●海賊、海上武装強盗及び海上不法行為の防止にかかる行動指針
（ヤウンデ行動指針）
 ２０１３年６月、中部アフリカ諸国経済共同体（ＥＣＣＡＳ）、西アフリカ諸国経済
共同体（ＥＣＯＷＡＳ）、ギニア湾委員会（ＧＧＣ）によるギニア湾海上安全保障
に関する首脳会合（於：ヤウンデ）において、中・西部アフリカ２２か国が署名。

 国境を越える海上組織犯罪に関する情報共有・報告、これらの犯罪に従事し
ている船舶の阻止、及び関係者の逮捕・処罰に向けて協力すること等を規定
（法的拘束力なし）。

 ３機関間のＭｏＵにおいて、地域の海上安保・安全保障戦略を実践するため
地域間調整センター（ＩＣＣ）を創設すること等に合意。

●ＥＣＣＡＳ、ＥＣＯＷＡＳの海洋安全保障戦略
 ＥＣＣＡＳ及びＥＣＯＷＡＳは、ゾーン分けした海域ごとに、海洋安全保障に関
する活動の調整を目的とする多国間調整センター（ＣＭＣ）を設置。

 ＥＣＣＡＳ域内では中部アフリカ海洋安全保障調整センター（ＣＲＥＳＭＡＣ）が、
ＥＣＯＷＡＳ域内では西部アフリカ海洋安全保障調整センター（ＣＲＥＳＭＡＯ）
が、域内のＣＭＣを統括。

 ＣＲＥＳＭＡＣ及びＣＲＥＳＭＡＯの活動を上記のＩＣＣが調整し、ＥＣＣＡＳ、ＥＣ
ＯＷＡＳ両地域の海洋安全保障に係る能力構築訓練の調整や情報共有等を
担うことを想定。

●違法な海上活動との闘いに関する新たな協力枠組み

 ２０２１年７月１４日、ＩＣＣとナイジェリア海事安全庁（ＮＩＭＡＳＡ）の間で、ギニ
ア湾における共通認識及び衝突回避に関する活動の促進を目的としたギニ
ア湾海洋協力フォーラム（ＧＯＧ－ＭＣＦ／ＳＨＡＤＥ）が発足した。

●沿岸国による合同パトロール
 沿岸国のガボン、カメルーン、赤道ギニア及びコンゴ共和国が合同パトロール
を実施（海賊等事案発生時には、関係国が合同で即応部隊を派遣し、対処に
当たる例もある。）。

【日本】
 ２０１４年３月、ＩＭＯの「中・西部アフリカ海上安全信託基金」へ１００万ドルを拠出。
 同信託基金により、中・西部アフリカ諸国海上保安当局に対する訓練などの能力
構築支援を実施。

 アフリカＰＫＯ訓練センター支援の枠組みを通じ、ガーナ及びナイジェリアにおいて、
周辺国の当局関係者の能力強化支援を実施。

【米国】
 ２０１１年から毎年１回ギニア湾沿岸国等と沿岸警備共同訓練（OBANGAME
EXPRESS）を実施。

【英国】
 海運会社と連携して、ギニア湾海上トレード情報共有センター（ＭＴＩＳＣ－ＧｏＧ、現
ＭＤＡＴ－ＧoＧ）を設立・運営。

 英仏協力として、仏の情報センターとの間でも情報を共有。
【フランス】
 ギニア湾諸国に対し能力構築強化プログラムを実施。
 １９９０年以来ギニア湾に海軍艦艇及び航空機を常時派遣。パトロールや海賊事案
等におけるギニア湾諸国の作戦支援を実施。

【ＥＵ】
 ２０１３年以降、ギニア湾沿岸国の海上保安能力強化のため、ギニア湾重要海上
航路プログラム（ＣＲＩＭＧＯ）を開始（現ギニア湾海上安全ネットワーク（ＧoＧＩＮ））。

 ２０１４年に「ＥＵギニア湾戦略」、２０１５年に右戦略実施のための「ギニア湾行動
計画２０１５－２０２０」を策定（２０２１年に同計画を更新し、「調整海洋プレゼンス構
想（ＣＭＰ）パイロットケース」を策定。）。

【Ｇ７＋＋ギニア湾フレンズ・グループ】
 ２０１３年、当時のＧ８議長国・英国により、ギニア湾における海上犯罪に対する各
国・国際機関の取組の重複を防止し、協力を行うための調整メカニズムとして創設。

 Ｇ７、欧州諸国、国際機関、海運団体等が参加。ヤウンデ行動指針の実施等につ
いて議論。

関連決議・声明等

ギニア湾諸国による取組 主要国による取組

国際社会による取組


